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(57)【要約】
【課題】低極性の試料中でも蛍光強度変化量が大きく、
試料中の水分を検出可能な蛍光発光性化合物及びこれを
用いた水分検出方法を提供する。
【解決手段】蛍光発光性化合物は、式１又は式２で表さ
れる。

（式１及び式２中、Ｒはそれぞれ独立して水素又はアル
キル基であり、Ａはスペーサー、Ｂは蛍光発光母体、Ｚ
はルイス酸基を表す。）
蛍光発光性化合物は水と直接反応して蛍光性イオン構造
になり、蛍光を発する。水と直接反応するので、試料の
極性の影響を受けにくく、低極性の試料中の水分を検出
することができる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式１又は式２で表される、
　ことを特徴とする蛍光発光性化合物。
【化１】

（式１及び式２中、Ｒはそれぞれ独立して水素又はアルキル基であり、Ａはスペーサー、
Ｂは蛍光発光母体、Ｚはルイス酸基を表す。）
【請求項２】
　前記ルイス酸基が式３乃至式２２のいずれかで表される基である、
　ことを特徴とする請求項１に記載の蛍光発光性化合物。

【化２】

（式４、式５、式８、式９、式１２、式１３、式１６、式１７、式２０及び式２１中、Ｒ
はアルキル基を表す。）
【請求項３】
　前記蛍光発光母体がアントラセン系骨格、クマリン系骨格またはピレン系骨格である、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の蛍光発光性化合物。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の蛍光発光性化合物を試料に添加して前記蛍光発光性
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化合物と前記試料中の水とを反応させ、
　紫外線を照射して前記蛍光発光性化合物が発する蛍光の強度を測定して前記試料中の水
分量を検出する、
　ことを特徴とする水分検出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、試料に含まれる水分の検出に用い得る蛍光発光性化合物およびこれを用いた
水分検出方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機溶剤、固体材料、及び、大気中に含まれる微量水分を検出することは、生物工学、
工業製品や食品等の品質管理、環境モニタリングなどの自然環境や人間生活の面で非常に
重要である。有機溶剤等の試料に含有する微量水分を検出すべく、非特許文献１～３に示
すように、蛍光性水センサー色素の開発が行われている。これらの蛍光性水センサー色素
を用いた水分検出では、水分子の極性を利用し、水分含有量の増加に伴う試料の極性の増
大を蛍光強度の減少によって追跡している。
【０００３】
　しかしながら、非特許文献１～３の蛍光性水センサー色素を用いた水分検出方法では、
試料中に含まれる水分以外の極性物質に強く影響を受ける。すなわち、水分以外の極性物
質が蛍光物質に付着してしまい、蛍光物質が発する蛍光強度が低下してしまう。このため
、微量な水分量を正確に検出することは困難であった。
【０００４】
　また、極性物質の影響を受けにくい蛍光発光性化合物として、カルボキシル基等のプロ
トン性酸性基を有する蛍光発光性化合物が開示されている（非特許文献４）。非特許文献
４に開示されている蛍光発光性化合物は光誘起電子移動特性（ＰＥＴ：Ｐｈｏｔｏ－ｉｎ
ｄｕｃｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ）を利用したものである。蛍光発光性
化合物はプロトン性酸性基を有しており、水の存在によりプロトン性酸性基が解離し、蛍
光を発する。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】「Ｏｐｔｉｃａｌ　ｓｅｎｓｏｒ　ｆｏｒ　ｏｎ－ｌｉｎｅ　ｄｅｔｅ
ｒｍｉｎａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｏｌｖｅｎｔ　ｍｉｘｔｕｒｅｓ　ｂａｓｅｄ　ｏｎ　ａ
　ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　ｓｏｌｖｅｎｔ　ｐｏｌａｒｉｔｙ　ｐｒｏｂｅ」Ｍａｎｆ
ｒｅｄ　Ａ．Ｋｅｓｓｌｅｒ，Ｊｕｒｇｅｎ　Ｇ．Ｇａｉｌｅｒ，Ｏｔｔｏ　Ｓ．Ｗｏｌ
ｆｂｅｉｓ　；Ｓｅｎｓｏｒｓ　ａｎｄ　Ａｃｔｕａｔｏｒｓ　Ｂ，３（１９９１）；２
６７－２７２
【非特許文献２】「Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｓｅ　ｗａｔｅｒ　ｓｅｎｓｏｒ　ｂａｓｅｄ
　ｏｎ　ｃｏｖａｌｅｎｔ　ｉｍｍｏｂｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｃｈａｌｃｏｎｅ　
ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅ」Ｃｈｅｎｇ－Ｇａｎｇ　Ｎｉｕ，Ａｉ－Ｌｉｎｇ　Ｇｕａｎ，Ｇ
ｕａｎｇ－Ｍｉｎｇ　Ｚｅｎｇ，Ｙｕｎ－Ｇｕｏ　Ｌｉｕ，Ｚｈｏｎｇ－Ｗｕ　Ｌｉ　；
Ａｎａｌｙｔｉｃａ　Ｃｈｉｍｉｃａ　Ａｃｔａ　５７７（２００６）；２６４－２７０
【非特許文献３】「Ｆｕｌｕｏｒｅｓｃｅｎｃｅ　ｓｅｎｓｏｒ　ｆｏｒ　ｗａｔｅｒ　
ｉｎ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｓｏｌｖｅｎｔｓ　ｐｒｅｐａｒｅｄ　ｆｒｏｍ　ｃｏｖａｌｅ
ｎｔ　ｉｍｍｏｂｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　４－ｍｏｒｐｈｏｌｉｎｌ－１，８－ｎａ
ｐｈｔｈａｌｉｍｉｄｅ」Ｃｈｅｎｇ－Ｇａｎｇ　Ｎｉｕ，Ａｉ－Ｌｉｎｇ　Ｇｕａｎ，
Ｇｕａｎｇ－Ｍｉｎｇ　Ｚｅｎｇ，Ｙｕｎ－Ｇｕｏ　Ｌｉｕ，Ｚｈｏｎｇ－Ｗｕ　Ｌｉ　
；Ａｎａｌ　Ｂｉｏａｎａｌ　Ｃｈｅｍ（２００７）３８７；１０６７－１０７４
【非特許文献４】Ｙ．Ｏｏｙａｍａ，Ｍ．Ｓｕｍｏｍｏｇｉ，Ｔ．Ｎａｇａｎｏ，Ｋ．Ｋ
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ｕｓｈｉｍｏｔｏ，Ｋ．Ｋｏｍａｇｕｃｈｉ，Ｉ．Ｉｍａｅ　ａｎｄ　Ｙ．Ｈａｒｉｍａ
，Ｏｒｇ．Ｂｉｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，２０１１，９，１３１４．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、非特許文献４の蛍光発光性化合物は、低極性溶媒（低親水性溶媒）中で
は酸性プロトン酸基が解離し難い。低極性溶媒の低水分量での蛍光強度の変化が小さいた
め、水分の検出限界が低いという問題があった。
【０００７】
　本発明は、上記事項に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、低極性の
試料中でも蛍光強度変化量が大きく、試料中の水分を検出可能な蛍光発光性化合物及びこ
れを用いた水分検出方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第１の観点に係る蛍光発光性化合物は、
　式１又は式２で表される、
　ことを特徴とする。
【化１】

（式１及び式２中、Ｒはそれぞれ独立して水素又はアルキル基であり、Ａはスペーサー、
Ｂは蛍光発光母体、Ｚはルイス酸基を表す。）
【０００９】
　また、前記ルイス酸基が式３乃至式２２のいずれかで表される基であることが好ましい
。
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【化２】

（式４、式５、式８、式９、式１２、式１３、式１６、式１７、式２０及び式２１中、Ｒ
はアルキル基を表す。）
【００１０】
　また、前記蛍光発光母体がアントラセン系骨格、クマリン系骨格またはピレン系骨格で
あることが好ましい。
【００１１】
　本発明の第２の観点に係る水分検出方法は、
　本発明の第１の観点に係る蛍光発光性化合物を試料に添加して前記蛍光発光性化合物と
前記試料中の水とを反応させ、
　紫外線を照射して前記蛍光発光性化合物が発する蛍光の強度を測定して前記試料中の水
分量を検出する、
　ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明に係る蛍光発光性化合物は、ＰＥＴ特性を有し通常の状態では蛍光を発さないが
、水が介在するとＰＥＴ特性が不活性になり蛍光を発する化合物である。すなわち、蛍光
発光性化合物は水分子と反応し、水分子のヒドロキシイオンがルイス酸基と、水素イオン
がアミノ基とそれぞれ結合して、ＰＥＴ特性が不活性となり蛍光を発する。この蛍光を蛍
光強度計等で測定することにより、水分量の検出ができる。蛍光発光性化合物は水と直接
反応するので、試料の極性の影響を受けにくく、低極性の試料中でも水と反応する。また
、一分子の蛍光発光性化合物が一分子の水と反応し、反応する分子数の増大に伴って蛍光
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強度が増大する。このため、低極性の有機溶媒等に含有する微量の水分をも検出すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】水が存在しない状況下での蛍光発光性化合物のメカニズムを説明する図である。
【図２】水が存在しない状況下での蛍光発光性化合物のメカニズムを説明する図である。
【図３】水が存在する状況下での蛍光発光性化合物のメカニズムを説明する図である。
【図４】水が存在する状況下での蛍光発光性化合物のメカニズムを説明する図である。
【図５】実施例において、１，４－ｄｉｏｘａｎｅ中での水分量増加に伴う化合物１の吸
収スペクトル変化を示す図である。
【図６】実施例において、１，４－ｄｉｏｘａｎｅ中での水分量増加に伴う化合物１の蛍
光スペクトル変化を示す図である。
【図７】実施例において、１，４－ｄｉｏｘａｎｅ中での水分量増加に伴う化合物１の発
光強度の変化を示す図である。
【図８】実施例において、ＴＨＦ中での水分量増加に伴う化合物１の吸収スペクトル変化
を示す図である。
【図９】実施例において、ＴＨＦ中での水分量増加に伴う化合物１の蛍光スペクトル変化
を示す図である。
【図１０】実施例において、ＴＨＦ中での水分量増加に伴う化合物１の発光強度の変化を
示す図である。
【図１１】実施例において、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌｅ中での水分量増加に伴う化合物１
の吸収スペクトル変化を示す図である。
【図１２】実施例において、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌｅ中での水分量増加に伴う化合物１
の蛍光スペクトル変化を示す図である。
【図１３】実施例において、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌｅ中での水分量増加に伴う化合物１
の発光強度の変化を示す図である。
【図１４】実施例において、Ｅｔｈａｎｏｌ中での水分量増加に伴う化合物１の吸収スペ
クトル変化を示す図である。
【図１５】実施例において、Ｅｔｈａｎｏｌ中での水分量増加に伴う化合物１の蛍光スペ
クトル変化を示す図である。
【図１６】実施例において、Ｅｔｈａｎｏｌ中での水分量増加に伴う化合物１の発光強度
の変化を示す図である。
【図１７】実施例において、１，４－ｄｉｏｘａｎｅ、ＴＨＦ、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌ
ｅ、Ｅｔｈａｎｏｌ中での水分量増加に伴う化合物１の発光強度の変化を示す図である。
【図１８】実施例において、１，４－ｄｉｏｘａｎｅ、ＴＨＦ、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌ
ｅ、Ｅｔｈａｎｏｌ中での水分量増加に伴う化合物２の発光強度の変化を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
（蛍光発光性化合物）
　本実施の形態に係る蛍光発光性化合物は、式１又は式２で表される。
【化３】

【００１５】
　式１及び式２中、Ｚはルイス酸基である。ルイス酸基は、電子対受容体であり、電子対
を受け取ることのできる空の軌道を備える。すなわち、水分子が解離して生じる水酸化物
イオン（ＯＨ－）を受け取ることができる。ルイス酸基として、ＯＨ－を受容できる基で
あれば特に制限はないが、ルイス酸性度が高い基であることが好ましい。一例として、以
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下の式３～式２２で表される基が挙げられる。式３～式２２中のＢ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｇａに
、ＯＨ－が結合する。なお、式４、式５、式８、式９、式１２、式１３、式１６、式１７
、式２０及び式２１中、Ｒはアルキル基である。
【化４】

【００１６】
　式１及び式２中、Ｂは、蛍光発光母体である。蛍光発光母体として、光照射（紫外線）
を受けて蛍光を発するものであれば制限されることはなく、一例として、－Ｃ１４Ｈ８－
等のアントラセン系骨格、－Ｃ９Ｈ４Ｏ２（ＣＨ３Ｏ）２－等のクマリン系骨格または－
Ｃ１６Ｈ８－等のピレン系骨格が挙げられる。
【００１７】
　式１及び式２中、Ａはスペーサーである。アミノ基の窒素と蛍光発光母体との間にこれ
らのスペーサーを備えていることにより、アミノ基（窒素）の電子が蛍光発光母体に供与
される。なお、アミノ基と蛍光発光母体が直接結合している場合では、アミノ基は蛍光発
光母体の一部となり、アミノ基（窒素）から蛍光発光母体への電子供与は生じない。
【００１８】
　また、アミノ基の窒素とルイス酸との間にスペーサーを備えていることにより、水分子
が解離して生じる水素イオン及び水酸化物イオンは、それぞれアミノ基及びルイス酸基と
結合する。
【００１９】
　スペーサーは上記機能を果たす限り、特に限定されず、例えば、－Ｏ－（酸素）、－Ｃ
Ｈ２－、－ＣＨ２－Ｃ６Ｈ４－等が挙げられる。
【００２０】
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　また、式１及び式２中、Ｒはそれぞれ独立して水素又はアルキル基である。
【００２１】
　上述した蛍光発光性化合物は、水分子が存在しない状況下では、蛍光を発しない。蛍光
は、蛍光発光母体に光（紫外線）が照射されて、励起状態になり基底状態に戻る際に発生
されるものである。図１に示すように、水が介在しない状況下では、光が蛍光発光性化合
物に照射されると、電子供与体であるアミノ基（窒素）から蛍光発光母体（ここでは、ア
ントラセン骨格）へ電子が供与される。蛍光発光母体の近くに電子密度の高い電子供与体
があると、所謂光誘起電子移動特性（ＰＥＴ：Ｐｈｏｔｏ－ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｎ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ）がおこるためである。
【００２２】
　より詳細に説明すると、図２に示すように、光が蛍光発光性化合物に照射されると、蛍
光発光母体が励起されて、ＨＯＭＯ準位の電子がＬＵＭＯ準位に移る。そして、蛍光発光
母体にスペーサーを介して結合しているアミノ基（窒素）のＨＯＭＯ準位は、蛍光発光母
体のＨＯＭＯ準位よりも高いエネルギー準位にあり、光誘起電子移動特性によって、アミ
ノ基（窒素）のＨＯＭＯ準位の電子は、より低いエネルギー準位にある蛍光発光母体のＨ
ＯＭＯ準位に移ることになる。このアミノ基（窒素）からの電子移動は、蛍光発光母体の
ＬＵＭＯ準位からＨＯＭＯ準位への電子移動よりも先に起こる。このように、蛍光発光母
体のＬＵＭＯ準位からＨＯＭＯ準位への電子移動が阻害されるので、蛍光発光母体は蛍光
を発しない。
【００２３】
　このように、水が介在しない状況下では、蛍光発光母体が励起されてＬＵＭＯ準位に移
った電子がＨＯＭＯ準位に戻ることができないため、蛍光発光母体は蛍光を発しない。
【００２４】
　一方で、蛍光発光性化合物は、水分子が存在する状況下では、光誘起電子移動特性が起
こらず、蛍光を発することになる。
【００２５】
　図３に示すように、水が存在する状況下では、蛍光発光性化合物が直接水と反応する。
水分子が解離して生じた水酸化物イオン（ＯＨ－）は、蛍光発光性化合物のルイス酸基（
ここでは、ボロン酸エステル基のホウ素）に結合する。また、生じた水素イオン（Ｈ＋）
がアミノ基の窒素と結合する。このように、水を介在させることで蛍光発光性化合物は蛍
光性イオン構造になり、ＰＥＴ不活性になる。すなわち、アミノ基の窒素に水素イオンが
結合するため、アミノ基（窒素）のＨＯＭＯ準位は低くなる。
【００２６】
　この状態で、光が蛍光発光性化合物に照射され、蛍光発光母体が励起されると、図４に
示すように、蛍光発光母体のＨＯＭＯ準位からＬＵＭＯ準位に電子が移る。ＬＵＭＯ順位
に移った電子は再度蛍光発光母体のＨＯＭＯ準位に戻ってくるので、この際に蛍光を発す
る。アミノ基（窒素）のＨＯＭＯ準位は水素イオンとの結合によって、蛍光発光母体のＨ
ＯＭＯ準位よりも低くなっているので、アミノ基（窒素）の電子はそれよりもエネルギー
準位の高い発光母体のＨＯＭＯ準位に移ることはなく、ＬＵＭＯ準位に移った電子がＨＯ
ＭＯ準位に戻ることを妨げないからである。
【００２７】
　上述した式（１）で表される蛍光発光性化合物を合成できるならば、どのような方法で
あっても構わない。例えば、アントラセン系骨格、クマリン系骨格、またはピレン系骨格
の蛍光発光母体にスペーサーを介してアミノ基が結合した化合物と、ハロゲン及びルイス
酸基を有する化合物とを反応させることで蛍光発光性化合物が得られる。
【００２８】
（水分検出方法）
　上述した蛍光発光性化合物を用いて、以下のように有機溶剤や固体材料等の試料中に含
まれる微量水分を検出できる。
【００２９】
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　水を含有する有機溶剤等の試料に蛍光発光性化合物を添加する。蛍光発光性化合物は上
述したように水分子と反応し、ＰＥＴ特性が不活性になる。この試料に紫外線を照射する
ことにより、蛍光発光性化合物が蛍光を発する。蛍光発光性化合物が発する蛍光の強度を
、蛍光強度計等を用いて測定することにより、試料に含まれる微量水分の検出をすること
ができる。
【００３０】
　一分子の蛍光発光性化合物が、一分子の水と反応して、蛍光を発する。蛍光強度は蛍光
発光性化合物と水との反応数が増加するにつれて強くなるので、微量な水分量であっても
高感度で、且つ、定量的に検出することができる。
【００３１】
　更に、蛍光発光性化合物は水と直接反応するため、蛍光発光特性は試料の極性の影響を
受けにくい。このため、低極性溶媒等の試料に対しても、含有する微量な水分量を検出す
ることができる。
【００３２】
　なお、蛍光発光性化合物は水と反応し、蛍光を発する構造になるが、脱水することで元
の蛍光発光性化合物に戻る。このため、使用した蛍光発光性化合物を試料から分離して取
り出して再利用することもできる。
【実施例】
【００３３】
（９－［［Ｎ－Ｍｅｔｈｙｌ－Ｎ－（２－（４，４，５，５－ｔｅｔｒａｍｅｔｈｙｌ－
［１，３，２］ｄｉｏｘａｂｏｒｏｌａｎ－２－ｙｌ）－ｂｅｎｚｙｌ）ａｍｉｎｏ］ｍ
ｅｔｈｙｌ］－ａｎｔｈｒａｃｅｎｅ（化合物１）の合成）
【００３４】
　三口フラスコに９－メチルアミノメチルアントラセン０．１９ｇ（０．８４ｍｍｏｌ）
をジメチルホルムアミド７０ｍｌに溶解させた。
　ＮａＨ０．０８ｇ（２．１ｍｍｏｌ）を添加し、室温で１時間撹拌した。
　その後、２－ブロモメチルフェニルボロン酸ピナコールエステル１．０ｇ（３．３７ｍ
ｍｏｌ）をゆっくり加えながら室温で１時間撹拌した。
　反応終了後、反応溶液を減圧濃縮して塩化メチレン－水で抽出・洗浄した後、減圧下で
濃縮した。
　得られた濃縮物をカラムクロマトグラフィー（展開溶媒：塩化メチレン：メタノール＝
１０：１）により分離精製し、化合物１（０．０８ｇ，収率：２２％）を得た。
【００３５】
　上記の化学反応式を示す。
【化５】

【００３６】
　得られた化合物１の測定値を以下に示す。
　Ｍ．ｐ．５２－５５℃；
　ＩＲ（ＡＴＲ）：ν＝２９７６（ｍ），１３４３（ｓ），１１４２（ｍ）ｃｍ－１；
　１ＨＮＭＲ（４００ＭＨｚ，［Ｄ２］ｄｉｃｈｌｏｒｏｍｅｔｈａｎｅ，２５℃，ＴＭ
Ｓ）δ＝１．２７（ｓ，１２Ｈ，ＣＨ３×４），２．１７（ｓ，３Ｈ，ＣＨ３），４．０
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（ｓ，２Ｈ，ＣＨ２），４．３６（ｓ，２Ｈ，ＣＨ２），７．２６－７．３０（ｍ，１Ｈ
），７．３８－７．４７（ｍ，６Ｈ），７．８（ｄ，Ｊ＝８．２Ｈｚ，１Ｈ），７．９６
－７．９９（ｍ，２Ｈ），８．３４（ｄｄ，Ｊ＝１．９ａｎｄ８．９Ｈｚ，２Ｈ），８．
３８（ｓ，１Ｈ）；
　ＨＲＭＳ（ＡＰＰＩ）：ｍ／ｚ（％）：４３８．２５９７（１００）［Ｍ＋Ｈ＋］．
【００３７】
（水分量の検出）
　得られた化合物１を用いて、各種溶液の水分量の検出を行った。
【００３８】
　化合物１を約５×１０－６ｍｏｌ（１．６ｍｇ程度）、無水溶媒の１，４－ｄｉｏｘａ
ｎｅに溶解させ、５０ｍＬ（１×１０－４ｍｏｌ／Ｌ）の溶液を得た。
【００３９】
　得られた溶液にそれぞれ異なる分量の水を入れ、種々の水分量（０．０７３～４０ｗｔ
％）の試料溶液を調製した。
【００４０】
　それぞれの水分量の試料溶液に光を照射し、吸収スペクトル、蛍光スペクトル、蛍光強
度を測定した。なお、測定条件は以下の通りである。
測定装置：ＨＩＴＡＣＨＩ　Ｆ－４５００　測定条件：励起波長（光照射波長）：３６６
ｎｍ　スキャンスピード：１２００ｎｍ／ｍｉｎ　励起側スリット：５．０ｎｍ　蛍光側
スリット：５．０ｎｍ　ホトマル：４００Ｖ　レスポンス：０．００４ｓ
【００４１】
　また、無水溶媒としてＴＨＦ（Ｔｅｔｒａｈｙｄｒｏｆｕｒａｎ）、ａｃｅｔｏｎｉｔ
ｒｉｌｅ、ｅｔｈａｎｏｌを用い、上記の１，４－ｄｉｏｘａｎｅを用いた場合と同様の
条件にて、種々の水分量の試料溶液を調製し、吸収スペクトル、蛍光スペクトル、蛍光強
度をそれぞれ測定した。
【００４２】
　その結果を図５～図１６に示す。図５，８，１１，１４の吸収スペクトルを見ると、い
ずれの無水溶媒中においても、水分量の増大による吸収スペクトルの変化はほとんど見受
けられない。
【００４３】
　一方、図６，９，１２，１５の蛍光スペクトルを見ると、水分量の増加に伴って蛍光ス
ペクトルのピークは増大している。また、図７，１０，１３，１６の蛍光強度は、図６，
９，１２，１５の最大ピークをプロットしたものであるが、水分量の少ない領域では、水
分量の増加に伴って蛍光強度が急激に増大していることがわかる。なお、１，４－Ｄｉｏ
ｘａｎｅ及びＴＨＦでは、水分量１～５ｗｔ％にかけて蛍光強度が急激に増大している。
一方、Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌｅ及びＥｔｈａｎｏｌでは、水分量５ｗｔ％までに徐々に
蛍光強度が増加している。Ａｃｅｔｏｎｉｔｒｉｌｅ及びＥｔｈａｎｏｌが１，４－Ｄｉ
ｏｘａｎｅ及びＴＨＦよりも極性が高いため、加水分解時の蛍光性イオン構造がより安定
するためであると考えられる。
【００４４】
　また、図１７に、水分量が１．２ｗｔ％以下の低水分量における蛍光強度の変化を示し
ている。
【００４５】
　また、参考例として、非特許文献４に記載の蛍光発光性化合物（以下、化合物２と記す
）を調製し、上記と同様の条件にて、蛍光強度を測定した。水分量が１．２ｗｔ％以下の
低水分量における化合物２の蛍光強度の変化を図１８に示す。
【００４６】
　いずれの溶媒中においても、化合物１の蛍光強度の変化は、化合物２の蛍光強度の変化
よりも大きいことがわかる。
【００４７】
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　特に、極性の低い１，４－ＤｉｏｘａｎｅとＴＨＦでは、化合物２は水分量の増加に伴
う蛍光強度の変化はほぼ見受けられない。一方、化合物１では水分量の増加に伴って蛍光
強度が大きくなっていることがわかる。
【００４８】
　また、図１７及び図１８から、化合物１及び化合物２の検出限界及び定量限界をそれぞ
れ算出した。算出した化合物１の検出限界及び定量限界を表１に、化合物２の検出限界及
び定量限界を表２にそれぞれ示す。
　なお、それぞれの検出限界及び定量限界は以下の式３１及び式３２を用いて算出した。
　　　検出限界＝３．３σ／ｓｌｏｐｅ・・・（式３１）
　　　定量限界＝１０σ／ｓｌｏｐｅ・・・（式３２）
　式３１及び式３２中、σはブランクの標準偏差、ｓｌｏｐｅは図１７及び図１８それぞ
れの検量線の傾きである。
【００４９】
【表１】

【００５０】
【表２】

【００５１】
　化合物１は化合物２よりも、検出限界及び定量限界が高いことがわかる。特に、化合物
２では、低極性溶媒である１，４－Ｄｉｏｘａｎｅ及びＴＨＦに対し、微量水分の検出が
不可能であるが、一方、化合物１では０．２ｗｔ％までの水分を検出できる。このように
、化合物１では、低極性の試料中に含有する微量水分の検出が可能であることを立証した
。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　蛍光発光性化合物は、水分子が介在すると水と直接反応して蛍光性イオン構造となり、
蛍光を発する。この蛍光を蛍光強度計等で測定することにより、水分量の検出ができる。
低極性の溶媒中においても、含有する微量な水分量を検出することができ、化学薬品や医
療品等の品質管理、排管等の水漏れの検出等、種々の分野にて利用可能である。
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